
敦賀市水洗便所改造資金融資あっせん要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」という。）

第２条第８号に規定する処理区域内（公共下水道の供用開始に係る公示がなさ

れていない区域において、公共下水道施設の使用の許可を受けた場合を含む。）

において、法第１１条の３第１項及び敦賀市下水道条例（昭和５７年敦賀市条

例第１１号。以下「条例」という。）第３条第１項の規定による期限内に公共

下水道に接続しようとする者に対して、法第１１条の３第５項に基づき、市が

水洗便所の改造に必要な資金（以下「改造資金」という。）の融資のあっせん

及び当該資金に係る利子補給を行うことにより水洗便所の普及及び排水設備の

整備の促進を図り、もって公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

 （資金の使途） 

第２条 この要綱による融資資金の使途は、くみ取便所を水洗便所に改造し、又

は浄化槽を廃止し、公共下水道に接続するため必要な排水設備及び給水設備の

工事（以下「改造工事」という。）に要するものに限る。 

 （対象者） 

第３条 融資のあっせんを受けることができる者は、次の各号のすべてを満たす

ものとする。 

 (1) 市内に住所を有する者 

 (2) 家屋の所有者又は家屋の所有者から改造工事についての承諾を得た居住者 

 (3) 法第９条第１項の規定による公共下水道の供用を開始する日から３年以内

にくみ取便所を水洗便所に改造し、又は６月以内に浄化槽を廃止し、条例第

２条第５号に規定する排水設備を公共下水道に接続すると見込まれる者 

 (4) 市税、下水道事業受益者負担金・分担金、水道料金及び下水道使用料を滞

納していないこと。 

 (5) 償還能力を有すること。 

 (6) 弁済資力を有する連帯保証人を１人以上有すること。 

 （取扱金融機関） 

第４条 融資は、下水道事業の管理者（以下「管理者」という。）と契約を締結

した金融機関（以下「取扱金融機関」という。）が行う。 

２ 管理者は第１条の目的を達成するため、毎年度予算で定める範囲内で貸付資

金を取扱金融機関に預託するものとする。 

３ 取扱金融機関は、管理者が預託する金額の２倍に相当する金額を協調融資す

るものとする。 

 （融資条件） 

第５条 融資条件は、別表第１のとおりとする。 



 （融資あっせんの申請） 

第６条 融資のあっせんを受けようとする者（以下「申請者」という。）は、水

洗便所改造資金融資あっせん申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添え

て管理者に提出しなければならない。 

 (1) 申請者の属する世帯全員の住民票 

 (2) 申請者本人の市税、下水道事業受益者負担金・分担金、水道料金及び下水

道使用料を滞納していないことを証する書類並びに所得証明書又は源泉徴収

票 

 (3) 条例第２５条第１項に規定する指定工事店の工事見積書又はその写し 

 (4) 家屋の所有者以外の者は、所有者の承諾書 

 (5) その他管理者が必要と認める書類 

 （融資あっせんの決定及び通知） 

第７条 管理者は、前条の規定による申請書の提出があったときは、取扱金融機

関と協議の上、その可否を決定するものとし、融資のあっせんを行うことを決

定したときは、水洗便所改造資金融資あっせん決定通知書（様式第２号）を申

請者に交付するものとする。 

 （融資の時期及び手続き） 

第８条 前条の融資あっせん決定通知書の交付を受けた者は、当該通知を受けと

った日から起算して４５日以内に改造工事を完成させることとし、条例第７条

第２項の規定による改造工事の検査に合格した後、次の各号に掲げる書類を添

え取扱金融機関の定める手続きにより融資の申請を行うものとする。 

 (1) 水洗便所改造資金融資あっせん決定通知書 

 (2) 敦賀市下水道条例施行規程（平成３０年敦賀市水管規程第１１号）第６条

第１項に規定する排水設備等工事完了届出書の写し 

 (3) その他取扱金融機関が必要と認める書類 

２ 前項に定める期間内に工事が完成しないことについて、管理者がやむを得な

い理由があると認める場合は、この限りでない。 

 （融資状況の報告） 

第９条 取扱金融機関は、融資を実行したときは、速やかに水洗便所改造資金融

資状況報告書（様式第３号）及び償還予定表を管理者に提出しなければならな

い。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、融資のあっせんに関し必要な事項は、

管理者が別に定める。 



別表第１（第５条関係） 

 融資条件 

 

区分 

敦賀市水洗便所改造費補助金の

交付を受ける者 

 

左記に掲げる者以外の者 

融 資 額 

改造工事１件につき１４２万円

以内とする。ただし、工事に要

した費用が融資限度額に満たな

いときは、当該工事に要した金

額以内とし、千円未満の端数を

生じたときは切り捨てる。 

改造工事１件につき１５０万円

以内とする。ただし、工事に要

した費用が融資限度額に満たな

いときは、当該工事に要した金

額以内とし、千円未満の端数を

生じたときは切り捨てる。 

利  率 
敦賀市水洗便所改造資金利子補給取扱要綱第２条に規定する利率

とする。 

利子補給 

元金９２万円までは、融資の償

還に係る利子を補給する。ただ

し、これを超えるときは、当該

超過分の利子は融資を受ける者

が負担するものとする。 

元金１００万円までは、融資の

償還に係る利子を補給する。た

だし、これを超えるときは、当

該超過分の利子は融資を受ける

者が負担するものとする。 

償還期限 
６０月以内とする。ただし、期限前において繰上償還をすること

ができる。 

償還方法 
融資を受けた日の属する月の翌月から毎月元利均等分割払いの方

法による。 

 

 附 則 

この要綱は、昭和５８年７月１日から施行する。 

 附 則 

１ この要綱は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、昭和６２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 



 附 則 

１ この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 



 附 則 

１ この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

 附 則 

１ この要綱は、平成１３年１２月３日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

    附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

    附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

    附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の要綱により融資を受けている者については、

なお従前の例による。 

    附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

 


